Y. Kurushima, "Studies on the Theory of Rent" by Tokiwa, M.
240
《書　評》
久留島陽三著「地代論研究』
慶応義塾大学教授　常 盤 政 治
　「本書は，経済学原理体系の一部分をなす地代論を研究したものである」と，著者自身
その序言の冒頭に記している。しかし，著者の問題意識は，たんに経済学原理論の一構成
部分としての地代論に腸踏せず，地代論の経済学史的意義にはじまって，各国経済におけ
る土地所有の諸形態の解明，および地代範疇の揚棄がいかにして行われるかに及んでい
る。著者の問題意識は，地代論の全領域にわたっており，その意味において，本書は，地
代論のいわば総合的研究を意図したものといえよう。構成は，下篇をふくむ五篇から成っ
ている。
｛1）
　序篇「問題の限定」では，まず第1章において，「『資本論』体系における地代論の位
置」を明らかにし，「地代論は，　『資本論』における経済学的範鷹の全体系の中の最終段
階に位置づけられ」　（3ページ），「地代」範疇は「剰余価値の転化した形態」であり，
剰余価値の一分肢にほかならないことを指摘する。そして，「地代論の課題は，資本主義
的生産の基礎上における土地所有一一L一．土地私有の独占を前提する一の経済的実現形態，
あるいは，＜資本主義的生産様式の基無上における土地所有の自立的・独自的な経済的形
態〉，すなわち，剰余価値の転化形態を規定する法則＝地代法則を究明することである」
（12ページ）とし，この課題を分析するためには，次の2点を明らかにしておく必要を強
調される。「地代範躊および地代法則と基礎的範疇および一般法則とのく内的関連〉の問
題」eと「問題の限定」すなわちこれである。前者は，地代範疇および地代法則が「価値」
「剰余価値」「生産価格」「市場価値」などの諸範疇との内的関連において究明されなけ
ればならないということであり，後者は，　「歴史的範疇」としての「近代的土地所有形
態」が想定されており　（17ページ），分析の対象を「本来の農耕（農業）地代に限定」
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（20ページ）し，「地代を・一・いっきいの付加物から純粋かつ自由に考察する」　（21ペー
ジ）という「限定」が必要だということである。
　第2章では，「マルクスにおける地代論の成立過程を明らかにすることによって，マル
クス地代論の性格をより明確にする」　（22ページ）という課題をもって，マルクス「地代
論の成立過程を究明」し，　「マルクスの：地代論は，ほぼ1865年12月末に最終的に仕上げら
れた」　（29ページ）としている。そして，「マルクスにおける地代論の完成が差額地代お
よび絶対地代の解決を意味するものであり，それによってリカード地代論の批判と揚棄を
可能としたばかりでなく，『資本論』構想成立への重要な画期をなすものであることを明
らかに」　（33ページ）する。次いで第3章では，「マルクス地代論の，経済学説史上にお
ける地位と意義とを明らかにする」課題をもって，「地代に関する従来の学説」を，アダ
ム・スミス，ジェームズ・アンダーソン，デヴィッド・リカードの順にとりあげて解説し
ている。
〔］工〕
　第1篇「差額地代」では，まず第1章において，「差額地代は，第！に，土地における
自然的豊度および位置の差異，第2に，資本主義的経営による土地の占有」を「成立条件
として発生する超過利潤の転化したものであるが，……〈独占されうる自然力〉を利用す
ることによって発生する超過利潤そのものは農業だけに限られるものではない」　（80ペー
ジ）とし，「本来の農業における差額地代を分析する前に，およそ一般に，何らかのく独
占されうる自然力〉を資本が利用することによって発生する差額地代の一般的概念をいわ
ば，純粋に確定しておく必要がある」　（同上）ということから，いわゆる「落流の例」を
もって「差額地代の一般的概念」を明らかにしょうとされる。かくて，「差額地代の一般
的概念は，第1，一国のある工業部門では圧倒的多数の工場は蒸気機関によって運転さ
れ，少数が自然的落流によって運転きれるものと想定し，第2，この落流（自然力）が特
定の資本によって独占されうるものと想定する，以上の2点を想定することによって発生
する超過利潤が地代に転化したものをいう」　（86ページ）と定義される。
　だが，この場合，　「圧倒的多数の工場は蒸気機関によって，少数が自然的落流によって
運転される」という前捉条件は，差額地代の一般的概念の成立にとって不可欠なのかどう
かについては，すでに戦後の地代論研究において問題とされているところである。すなわ
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ち，「多数が落流であって．，少数が蒸気機関」であったのならば「差額地代の一般的概
念」は説明できないのかどうか，ということである。差額地代の一般的概念が「限界原
理」の解明にあるとすれば，むしろ「自然的落流」が少数ではなく「蒸気機関」が少数と
するほうが本質的論点がより明確になるのではないのか（そして，かくしてこそ，著者の
いわれるように「農業における差額地代はこの一般的形態における差額地代の，いわば特
殊的な形態である」　〔80ページ〕といいうるのではなかろうか）。少なくとも，そのよう
な論点がすでに提起されているかぎり，その点について著者がどのように考えておられる
かについて論及してほしかった。
　第2章（差額地代の第一形態）においては，差額地代の成立条件としての，土地の豊度
と位置の差異，および資本主義的経営による土地占有について解説（第1節）した後に，
差額地代1のメカニズムを究明する（第2節）。
　ここでは，「（1），価格は一方の序列では騰貴し他方の序列では不動不変であること，お
よび②，たえず優等地から劣等地へ，または逆に劣等地から優等地へ，耕作が進められる
こと」を仮定した場合における差額地代1のメカニズムのほか，「さらに具体的な仮定を
加えた，二つの場合における差額地代工のメカニズムを考察する」　（101ページ）。「小麦
の需要が最初の10クォーターから17クォーターに増加し，最劣等地Aが別個の土地Aによ
って駆逐される」場合と，「従来どおりA，B，　C，　Dという土地種類だけが耕作される
が，その収穫力が増大して……総生産が工Oクォーターから23クォーターに増加し，需要が
この23クォーターを吸収する」場合，すなわちこれである。このような場合をとりあげた
のは，『資本論』の地鼠に従ったまでであるといわれればそれまでであるが，なぜそのよ
うな場合がとりあげられなければならなかったのかについて，著者自身の説明があってし
かるべきではないかと思われる。
　第3節では，差額地代1についての謬見が検討されている。マルクス批判家による謬見
の検討にはじまって，向坂逸郎氏の「市場価値偏筒耳」，虚偽の社会的価値の源泉を「強
められた労働」に求める見解，井上再帰氏の「資本的条件＝平均原理，土地的条件＝限界
原理説」，臼杉庄一郎氏の「平均原理の限界原理への自己疎外」説の検討を試み，いずれ
も謬見としてしりぞける。
　初期の地代論々争にみられた「虚偽の社会的価値」をめぐるマルクス批判家達の論議が
謬見であることは，今日その種の論議が再燃していないことからもすでに明白であるが，
そうした論議が「虚偽の社会的価値」の源泉をめぐって，マルクス経済学内部での見解の
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対立をうみだしたことは周知のごとくである。向坂逸郎氏に代表される「流通説」とリュ
ビーモフに依拠する山田勝次郎氏に代表される「生産説」すなわちこれである。したがっ
て，この「流通説」と「生産説」とに対して，著者がどのような立場をとっているかにつ
いて，読者は当然深い関心をもつはずである。
　ところが，向坂説は「いわゆる市場価値皿盛説である。たしかに向坂氏のいわれるよう
．に，農産物の市場価値は，最劣等地の個別的価値によって規定され，その結果，完全自由
競争の下に，申位の平均的価値によってきまる一一ec的市場価値法則と比べて，一定の偏俺
があるようにみえる。しかし，これは農産物における市場価値決定の特殊性を示すもので
あって，決して法則の偏筒ではない。すなわち，農産物の市場価値は，土地経営の独占と
いう特殊事情のために最劣等地の個別的価値によって規定きれぎるをえないのであり，し
たがって，それはマルクスのいうようにく土地生産物を支配する市場価値の法則〉そのも
のである。したがって，向坂氏の見解は，農産物の市場価値法則に対する誤解にもとつく
ものである」（llユページ）と，いわゆる「市場価値偏筒説」を批判はするが，その「虚偽
の社会的価値」の源泉論（「流通説」）についてはまったく言及していないのはどういう
わけであろうか？　「虚偽の社会的価値」の源泉を「強められた労働」に求める見解（「生
産説」）は謬見であるとしているところがらすれば，「流通説」に立っていると推察され
るが，果してそう考えていいのかどうか，積極的な言及がないだけに定かでない。「＜虚
偽の社会的価値〉がく強められた労働〉によって発生するとする見解は，〈強められた労
働〉概念を誤解された謬見といわなければならない」　（工12－3ページ）との指摘は，著
者の学問的系譜からいっても果敢で，まさに本書の白眉をなしているだけに惜しまれる。
　第3章（差額地代の第2形態）においては，まず「差額地代皿のメカニズム」（第ユ節）
を概説し，「最劣等耕作地に生ずる差額地代」　（第2節）に言及される。そのなかに次の
ような上述がある。最：劣等地Aに「生産力の減少した第2次の追加投資がAの全部または
大部分において行われるとすれば，このAで生産される生産物のクォーター当りの平均生
産価格は第2次投資をする以前の平均生産価格よりも昂騰するであろう。したがって，こ
の昂騰した平均生産価格は，投資が追加された場合の，その平均生産価格に均等化されて
おり，調整的なものとなるであろう。／かくして，ここでは全く超過利潤は発生しえない
し，したがって，なんらの地代も生じない。／これに対して，この第2次投資がAの一部
分にだけ行われる場合には，追加需要に対する追加供給は不十分であるから，第2次投資
の個別的生産価格が調整的となるであろう」　（134－5ページ）と。これはどのように理
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解したらよいのであろうか？　「第2次の追加投資がAの全部または大部分」と無造作に
いわれるが，「全部」ならば「全く超過利潤は発生しえない」としても，「大部分」　（全
部ではない）ならば，そうはいえないのではなかろうか？　また，その「全部」もいっせ
いに投資されるのならばともかく，第2次投資が徐々に行われて結果として「全部」にな
ったのならば，これまた「なんらの地代も生じない」とはいえないのではなかろうか？
したがって，「全部または大部分」と「一部分」とが対比さるべきではなく，いっせいに
行われる「全部」と「そうでない」投資とが対比さるべきなのではなかろうか？　さらに
また，「第2次投資がAの一食分にだけ行われる場合には，追加需要に対する追加供給
は」なぜ「不十分である」のか？　もし「不十分」であれば，市場価格はその「不十分」
なだけ上昇するから，「第2次投資の個別的生産価格が調整的」とはなりえないのではな
いか？　という疑問もおこる。
　第3節では，差額地代皿をリカード流に「収穫逓減法則」との関連で理解しようとする
見解が批判されている。
〔皿〕
　第2篇「絶対地代」では，第1章において「絶対地代の成立条件」　（農業資本の低位構
成と土地の私的所有）が指摘され，第2章で「絶対地代形成のメカニズム」が説かれてい
る。そして第3章において，絶対地代に関する「謬見」として，スミス，リカードの「価
値＝生産価格のドグマ」，ロートベルトゥスの「原料価値欠如理論」，カウツキーの「農
業資本の低位構成否定論」がそれぞれ検討され，さらに，「絶対地代の成立条件の一つた
る農業資本の低位構成を否定し，専ら土地所有の独占によって絶対地代を説明せんとする
カウツキーと基本的に同一系列にある謬見」　（エ74ページ）として，ボルトキヴィッチの
マルクス絶対地代論批判と，大内力氏および日高引飯の絶対地代論がとりあげられてい
る。ボルトキヴィッチについては，カウツキーと同様に，「絶対地代を独占地代と混同す
る謬見」　（176ページ）、とし，「大内氏が絶対地代の成立条件たる農業資本の低位構成を
否定きれ，専ら土地所有の独占によって絶対地代を規定されたのは，より根性的に絶対地
代と価値法則との関連についての誤解に基づ」き・（ユ81ページ），また，「日高氏が絶対
地代の上限をく既耕地の追加投資〉の個別的生産価格に求められるのは，絶対地代を生ず
る農産物の一般的市場価格の形成過程を，差額地代第工形態の場合のそれと混同され……
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そのような混同が生じたのは日高氏が，絶対地代と価値法則との関連について誤解された
ことによる」　（188ページ）とされている。最後に，近代資本制地代の「補論」として
「資本主義的地代の発生史」が説かれている。
　第3篇「地代範疇の揚棄と土地国有」は，第1章「絶対地代の揚棄と土地国有」，第2
章「差額地代の揚棄と人民的所有」となっている。第1章では，レーニン，マルクス，エ
ンゲルスの古典に依拠しながら，土地国有の理論的概念と地代理論との関連を明らかに
し，「理論的には，国有は農業における資本主義の『理想的に』純粋な発展をあらわすも
の」であり，土地国有の概念は，「商品生産的な資本主義的な社会のカテゴリー」である
（222ページ）とする。そして，資本主義社会における土地国有の意義として，「土地国有
は，絶対地代を廃絶し，差額地代の領有者を土地所有者から国家に変えることによって，
資本主義の発展と資本主義の範囲内での部分的改良（剰余価値の一部の領有者の変動）を
もたらす」　（223ページ）ことと，「土地国有化実現の条件を明らかにするものである」
（224ページ）ことを指摘している。第2章では，　「差額地代は，絶対地代と異なり，
土地の私的所有が仮りに廃止されたと，しても，資本主義的生産が維持されるかぎり，消
滅」せず，それは，「資本主義的社会形態が止揚されて，社会が意識的かつ計画的な組合
（Assoziation）として組織きれる」場合にはじめて消滅することを明らかにし　（229ペー
ジ），その資本主義的社会形態の止揚を達成する全人民的土地所有の二つの重要な意義に
ついて言及している。「全人民的土地所有は，資本主義的形態からくる多くの制約をもっ
た，しかし，最：も進んだ科学・技術の応用された大規模耕作＝農業生産力構造を全面的に
展開させるのに最もふさわしい所有形態だということ」　（232ページ）と，それはまた，
「あらゆる階級的区別と特権とを，それをうみだす経済的土台とともに消滅させ，それに
かわるく生産者の組合からなる社会〉の自然的基礎となる」　（233ページ）ということ，
すなわちこれである。
　第4篇は，著者自らによる本書の「総括と結論」である。次のような総括と結論づけが
なきれている。第1に，「地代範疇は，価値範疇を基礎範疇とするものであるが，同時に
また，価値範疇そのものは地代範疇によって確定されるものである」　（237ページ）。す
なわち，地代論は「資本の一般理論体系の最終篇として位置づけられ」，「価値や剰余価
値の理論の一層の展開であり，法則的な完結なのである」　（238ページ）。第2に，地代
論は「地代に関する一般的抽象的規定の問題である」が，それが，土地所有の経済的実現
形態に関する研究である以上，各国，各段階における土地所有形態の解明ならびに農業＝
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土地変革に対して，一個の理論的基準を与える」　（239ページ）ということである。その
ことを「土地所有・地代に関する諸論争が証明している」として，（1）「20世紀の初頭，旧
位における農業危機の際，土地国有化をめぐって展開された論争」，（2）ソ連邦の「社会主
義農業における地代」をめぐって展開きれた論争，⑧「わが国における戦前および戦後の
土地所有の性格をめぐる諸論争」を指摘して本書を結んでいる。
（IV）
　以上，若干のコメントを付しながら，本書の概要について紹介してきた。はじめに指摘
したように，著者の問題意識は地代論のいわば全領域にわたっているが，とくに，地代論
を「各国，各段階の土地所有形態の解明，ならびに農業＝＝土地変革の理論的基準とされ」
（243ページ），資本主義揚棄の実践的問題意識をもって総括しようとされているところ
に本書の特長がある。読者は，地代論に関する学史的，理論的，実践的問題の所在を広く
指摘されながら，地代論研究の究局の目標を示唆きれるであろう。しかも，今日までの地
代寸々争をかなりさかのぼってふまえているだけに，本書は，地代論研究者にとって良き
ガイドとなっているといえよう。しかし，「謬見」の批判は必ずしも説得的であるとはい
えない。ちなみに，「絶対地代が，（1隈業資本の低位構成，②土地の私的所有，の2つの
成立条件によって形成され……，この何れかの．条件が欠けると絶対地代は存在しなくな
る」　（213ページ）とすれぼ，これら2条件は，どのような内的連関にあるのかが解明き
れなければならないであろう。絶対地代が「土地の私的所有を成立条件とするものであ
り，したがって，この土地の私的所有の廃止とともに消滅しうる」　（214ページ）とすれ
ば，逆に，私的土地所有の存在から絶対地代の成立を説くことも可能なのであって，これ
をカウツキー批判（カウツキーに対する批判そのものは正鵠を射ているが）と同様に，
「絶対地代を独占地代と混同する謬見」とか，「絶対地代と価値法則との関連についての
誤解に基づく」謬見とするだけでは決して説得的とはいえない。「謬見」の批判にいっそ
うの説得性をもたせ，虚偽の社会的価値の源泉を「強められた労働」に求める見解を謬見
としてしりぞけたその卓見を見識とをもって，地代論研究をきらに一歩すすめて，地代論
体系を構築されることを切望するものである。
　（A5版，4＋244＋2ページ，昭和47年11月，ミネルヴァ書房刊，定価1，600円）
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